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問 合 せ 先 責 任 者 役 職 名  主 計 室 長                            

氏 名  寺 田  充              ＴＥＬ（０７７）５２１－２２０５

決 算 取 締 役 会 開 催 日  平成 13 年 5 月 22 日         特定取引勘定設置の有無   無

米 国 会 計 基 準 採 用 の 有 無  無

１．平成 13 年 3 月期の連結業績（平成 12 年 4 月 1 日～平成 13 年 3 月 31 日）

（１）連結経営成績                                      （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

経 常 収 益            経 常 利 益            当 期 純 利 益            

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成 13 年 3月期 １０２，４３３ △ １１．６ ７，１５０ △   ７．５ ２，２８８ △ ３８．８

平成 12 年 3月期  １１５，９０４ △   ４．６      ７，７２８ △ １２．２      ３，７４２    １９．７

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本

経 常 利 益 率

経 常 収 益

経 常 利 益 率

円    銭 円    銭 ％ ％ ％

平成 13 年 3月期 ９  ６０ ８  １６ １．３ ０．２ ７．０

平成 12 年 3月期 １５  ７７ １４  ３７ ２．４ ０．２ ６．７

（注）①持分法投資損益          平成 13 年 3 月期  － 百万円       平成 12 年 3 月期  － 百万円

      ②期中平均株式数（連結）  平成 13 年 3 月期 238,323,967 株    平成 12 年 3 月期 237,290,112 株

      ③会計処理の方法の変更     無

      ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本
連結自己資本比率

（国際統一基準）

百万円 百万円 ％ 円    銭 ％

平成 13 年 3月期 ３，８４３，３０７ ２０３，５７８ ５．３ ８５４  ２２ １０．７２

平成 12 年 3月期 ３，６２８，２０６ １６０，１９３ ４．４ ６７２  ２０ １３．１０

（注）期末発行済株式数（連結）  平成 13 年 3 月期 238,321,984 株    平成 12 年 3 月期 238,314,825 株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

平成 13 年 3月期 ２４０，４７３ △ ２３８，６２４ △ １，１９２ ４５，３３８

平成 12 年 3月期 ５８，９５９ △ ６７，８７０ １８，８０８ ４４，６８２

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

      連結子会社数     １１ 社     持分法適用非連結子会社数    ― 社      持分法適用関連会社数    ― 社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規）  ― 社   （除外）  ― 社    持分法（新規）  ― 社    （除外）  ― 社

なお、当連結会計期間中に連結子会社 2社が合併したため、連結子会社数は 1社減少しております。

２．平成 14 年 3 月期の連結業績予想（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日）

経 常 収 益            経 常 利 益            当 期 純 利 益            

百万円 百万円 百万円

中 間 期       ４５，０００         ４，２００         ３，０００

通 期       ９０，０００         ９，５００         ６，１００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ２５円 ５９銭



株式会社  滋 賀 銀 行

 企  業  集  団  の  状  況

１．企業集団の事業の内容

　当行グループ（当行及び連結子会社）は、当行、連結子会社11社（うち代理店２か店）で構成され、銀行業務を中心に、

事務代行業務、クレジットカード業務、リース・ベンチャーキャピタル業務等の金融サービスを提供しております。

　当行グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。

　［銀行業務］

　当行の本店ほか支店116か店（うち国内115か店、香港１か店）、出張所22か店、代理店２か店（全て連結子会社）にお

いては、預金、貸出、内国為替、外国為替、有価証券投資等の業務を行い、地域に根ざした営業を展開するなかで、Ｉ

Ｔ（情報技術）を駆使した運用力強化に特に注力しております。

　［事務代行業務］

　  文書等の保管・管理、店舗外現金自動設備の保守・管理、担保不動産の評価、データ処理等銀行業務の周辺業務を行

っております。

　　［クレジットカード業務］

　　　　　クレジットカード、キャッシング等の業務を行っております。

　　［リース・ベンチャーキャピタル業務］

　　　　　ファイナンス・リース、割賦販売等の業務及びベンチャー企業への投資業務等を行っております。

　　［その他業務］

　　　　　企業経営等に関するコンサルティング業務等を行っております。

２．企業集団の事業系統図

　　　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　　　なお、子会社は全て連結子会社であり、非連結子会社はありません。また、関連会社もありません。

  連結子会社しがぎんリース株式会社と同しがぎんキャピタル株式会社は平成12年7月1日付で合併し、しがぎんリース・

キャピタル株式会社となりました。

銀 行 業 務 国 内 …　本店ほか支店 115か店、出張所 22か店、

　　代理店 2か店（全て子会社）

子会社 2社 － 滋賀柏原代理店株式会社

　　　　　    滋賀余呉代理店株式会社

香 港 …　支店 1か店

事 務 代 行 業 務 ……… 子会社 5社

しがぎんビジネスサービス株式会社

しがぎん不動産株式会社

しがぎんキャッシュサービス株式会社

しがぎんアシスタントサービス株式会社

滋

賀

銀

行 しがぎんコンピュータサービス株式会社

クレジットカード業務 ……… 子会社 2社

株式会社滋賀ディーシーカード

株式会社しがぎんジェーシービー

ﾘｰｽ･ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ業務 ……… 子会社 1社

しがぎんリース・キャピタル株式会社

そ の 他 業 務 ……… 子会社 1社

株式会社しがぎん経済文化センター



株式会社  滋 賀 銀 行

 経    営    方    針

１．経営の基本方針

  当行は、堅実経営を基本に、新しい時代の変化にも柔軟かつ積極的にチャレンジする気概を一段と発揮し、お客さまや

地域との『共存共栄』を図りながら、地域経済の発展に寄与し、地方銀行としての使命を果たしてまいりたいと考えます。

このような認識のもと、当行グループの知恵とパワーを結集し、「収益力の強化による企業価値の向上」を基本ビジョ

ンとする新世紀第一次長期経営計画「ｅ－ＳＨＩＧＡＧＩＮ２１」（４カ年計画）を２０００年4月からスタートさせまし

た。

この計画は、現在の厳しい環境を自己変革のチャンスとして捉えて、①お客さまとの「共存共栄」を基本に地域経済の

活性に一段と注力すること（economy）②地域環境保全のため、多面的活動を展開すること（ecology）③ＩＴ（情報通信

技術）を積極的に活用した施策を推進すること（electronics）により、「活力のあるすばらしい銀行」（excellent）とな

るよう「健全」と「進取」の気概を当行グループ全員が共有することを目標としています。

２．利益配分に関する基本方針

  当行は、お客さまや地域との「共存共栄」を柱に、経営の健全性、透明性の確保に努めるとともに、一段と厳しさを増

す経営環境に備えて内部留保の充実と財務体質の強化を図りながら、株主の皆さまへの安定的な配当を継続することを基

本方針としております。

  当期の配当金におきましては、前期と同様、1株当たり5円（うち中間2円50銭）を実施する予定であります。

  なお、内部留保金につきましては、お客さまのニーズに一層お応えするため、「ＩＴ」を活用した新しいビジネスモデ

ルの構築や新商品・新サービスの開発など、より効率的、効果的な投資に充当し、収益力の向上に努め、経営基盤の一層

の強化を図ってまいりたいと考えます。

３．経営戦略と対処すべき課題

  金融界においては、メガバンクの誕生や異業種からの銀行業務への参入など、競争は一段と厳しさを増しています。

  このような状況のもと、当行は新世紀第一次長期経営計画の2年目として、お客さまのニーズに迅速かつ的確にお応え

するとの「マーケット・イン」（お客さま本位）の発想を一層徹底し、ヒト・モノ・カネの経営資源を効率的に配分する

とともに、当行が独自で築き上げてまいりましたＣＲＭ（カスタマー・リレーションシップ・マネージメント）の推進を

はじめ、テレホンバンキングならびに休日も営業する「ｅ－しがぎんプラザ」、コンビニＡＴＭなどの新しいチャネルを

フル活用して「活力あるすばらしい銀行」をめざします。

  躍進元年

  当行は、今年を「躍進元年」と位置づけ、「オールしがぎんグループ」を結集して積極的な営業推進に努めていく考え

であります。すなわち、これまで当行が営々と築き上げてまいりました「収益管理システム」「リスク管理システム」「Ａ

ＢＣ（原価計算）システム」や「企業格付制度」など、銀行経営の近代化のための効率的なシステムや合理的な考え方を

業務推進面に活用し、お客さまとの心の通ったコミュニケーションに努め、お客さまからの信頼をより一層確立したいと

考えます。



 「融資支援システム」の本格稼動と「ＦＰ」活動の強化

  当行は、融資審査事務を効率化し、与信管理を強化するため、「融資支援システム」を本年5月14日から全店で稼動させ

るとともに、本部から支店への大幅な融資権限の委譲を行いました。加えて、いわゆる「ＦＰ」（ファイナンシャル・プ

ランニング）活動の強化により、お客さまへのスピーディーな対応や、より付加価値の高いサービスの充実に努めてまい

ります。

  環境問題への取り組み

  当行は、昨年、環境管理の国際規格「ISO14001」の認証を取得し、環境保全に継続的に取り組んでおります。また、お

客さまへの頒布品を環境にやさしい商品に切り替える「グリーン購入」活動や企業・事業主の皆さまが展開される環境保

全への取り組みに対して資金を低利でご融資する「エコ・クリーン資金」（1998年4月取扱開始）の推進活動などが高く評

価され、この度、「第4回グリーン購入大賞」の優秀賞を受賞いたしました。

  今後とも、営業活動はもちろん「環境」「福祉」「文化」を柱とする社会貢献活動を積極的に展開してまいります。



株式会社  滋 賀 銀 行

 経    営    成    績

  １．当期（平成13年３月期）の業績の概況

  当行グループ（当行及び連結子会社）は、新世紀第1次長期経営計画「ｅ-SHIGAGIN21（4カ年計画）」の初年度として、

新商品や新サービスの提供に積極的に取り組むなど、地域に密着した営業基盤の拡充と業績の伸展に努めました結果、

当連結会計年度の業績は次のとおりとなりました。

    (1) 主要勘定の概況

  預金は、個人預金を中心に前連結会計年度に比べ1,431億円増加して、当連結会計年度末残高は3兆4,044億円とな

りました。貸出金については、新型住宅ローン（名称「Ｐ－住宅ローン」）をはじめとする新商品の販売等に注力し

た結果、消費者向け貸出は着実に増加しましたが、その一方で、企業の資金需要の低迷を主因に事業性貸出が減少

したこと等により、前連結会計年度に比べ21億円減少して、当連結会計年度末残高は2兆3,067億円となりました。

    (2) 損益の状況

  損益につきましては、経常収益が1,024億円となり、前連結会計年度に比べ134億円の減収となりました。これは

主として、当行における有価証券運用の利回りが低金利の長期化を背景に著しく低下したこと等に起因するもので

あります。一方、経常費用は952億円となり、前連結会計年度に比べ128億円の減少となりました。この結果、経常

利益は71億円で、前連結会計年度に比べ5億円の減益となりました。また、当期純利益は、退職給付会計導入に伴う

会計基準変更時差異を退職給付信託の設定により一時費用処理したこと等により22億円となり、前連結会計年度に

比べ14億円の減益となりました。

    (3) キャッシュ・フローの状況

  当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

6億円増加し、当連結会計年度末には453億円となりました。

   （営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当連結会計年度中に営業活動の結果得られた資金は、主として預金及びコールマネーの増加等により、前連結会

計年度に比べ1,815億円増加し、当連結会計年度末には2,404億円となりました。

   （投資活動によるキャッシュ・フロー）

  当連結会計年度中に投資活動の結果使用した資金は、主に有価証券の取得によって前連結会計年度に比べ1,707億

円増加し、2,386億円となりました。

   （財務活動によるキャッシュ・フロー）

  当連結会計年度中に財務活動の結果使用した資金は、主に配当金の支払によって11億円となりました。なお、前

連結会計年度には、転換社債の発行による収入250億円及び劣後特約付借入金の返済による支出50億円がありました

ため、前連結会計年度との比較では200億円の減少となりました。

  ２．平成14年３月期通期の見通し

  平成14年３月期は、厳しさを増す収益環境を踏まえ、当行グループの総力を結集して営業基盤の拡充と経営の効

率化を強力に推進し、通期の当期純利益は61億円を見込んでおります。



連 結 貸 借 対 照 表
株式会社 滋賀銀行

（単位：百万円）

 171,534        90,293         81,240        

 132,660        330,314       △ 197,654       

 5,925          1,480          4,445         

 1,958          26             1,932         

 12,531         13,010        △ 479           

 1,070,951      759,111        311,840       

 -             △ 133            133           

 2,306,703      2,308,804     △ 2,101         

 2,658          2,473          185           

 26,840         22,738         4,102         

 88,739         90,112        △ 1,373         

 8,165          32,205        △ 24,040        

 56,463         55,802         660           

△ 41,824        △ 78,032         36,208        

 3,843,307      3,628,206      215,100       

 3,404,436      3,261,237      143,198       

 51,586         23,906         27,680        

 39,560         38,939         620           

 148            483           △ 334           

 24,439         24,440        △ 1             

 38,023         37,795         228           

 -              7,891         △ 7,891         

 7,429          -              7,429         

 1,984          1,908          75            

 13,566         13,566         -             

 103            65             37            

 56,463         55,802         660           

 3,637,741      3,466,037      171,704       

 1,986          1,975          11            

 27,406         27,406         0

 18,272         18,271         0

 18,936         18,936         -             

 97,394         96,344         1,050         

 42,330         -              42,330        

 204,341        160,959        43,381        

△ 2             △ 5              3             

△ 759           △ 759            -             

 203,578        160,193        43,385        

 3,843,307      3,628,206      215,100       

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

資 産 の 部 合 計

（ 負 債 の 部 ）

負債、少数株主持分及び資本の部合計

連 結 剰 余 金

資 本 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

資 本 金

（ 資 本 の 部 ）

資 本 準 備 金

（ 少 数 株 主 持 分 ）

再 評 価 差 額 金

子 会 社 の 所 有 す る 親 会 社 株 式

借 用 金

計

自 己 株 式

連 結 調 整 勘 定

少 数 株 主 持 分

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

退 職 給 付 引 当 金

支 払 承 諾

平成１２年３月期末
（Ｂ）

比較（Ａ－Ｂ）

投 資 損 失 引 当 金

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

平成１３年３月期末
（Ａ）

（ 資 産 の 部 ）

外 国 為 替

そ の 他 資 産

科    目

貸 出 金

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

外 国 為 替

債 権 売 却 損 失 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

動 産 不 動 産

そ の 他 負 債

転 換 社 債

預 金



連 結 損 益 計 算 書

株式会社 滋賀銀行

（単位：百万円）

  102,433     115,904  △ 13,471 

  73,128   78,628   △ 5,500  

52,075 53,719   △ 1,644  

18,977 23,099   △ 4,122  

1,438 1,135      302    

225 156        68     

412 517      △ 105    

8,279 8,026      253    

9,150 9,594    △ 444    

11,875 19,654   △ 7,778  

95,282 108,176  △ 12,893 

16,266 17,340   △ 1,073  

8,249 9,336    △ 1,086  

2,756 1,784      972    

939 1,019    △ 80     

97 53         44     

4,222 5,146    △ 923    

2,800 2,708      91     

9,018 9,103    △ 84     

45,133 44,611     521    

22,064 34,412   △ 12,348 

12,004 28,753   △ 16,749 

10,059 5,658      4,400  

7,150 7,728    △ 577    

12,679 18         12,661 

0 15       △ 15     

5 3          2      

12,673 -          12,673 

16,172 988        15,183 

54 183      △ 128    

16,117 805        15,312 

3,657 6,758    △ 3,100  

7,505 11,240   △ 3,735  

△ 6,314 △ 8,505      2,191  

177 280      △ 102    

2,288 3,742    △ 1,453  

そ の 他 の 特 別 利 益

動 産 不 動 産 処 分 損

そ の 他 の 特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

動 産 不 動 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

預 金 利 息

コールマネー利息及び売渡手形利息

資 金 調 達 費 用

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

営 業 経 費

当 期 純 利 益

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

少 数 株 主 利 益

特 別 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

借 用 金 利 息

転 換 社 債 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コールローン利息及び買入手形利息

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

比較
（Ａ－Ｂ）

科    目
平成１２年度
（Ａ）

平成１１年度
（Ｂ）



連 結 剰 余 金 計 算 書

株式会社 滋賀銀行

（単位：百万円）

  96,344      93,667      2,676

  -           136       △ 136

  -           136       △ 136

  1,238       1,201       36

  1,191       1,186       5

  15          15          -         

  31          -           31

  -           0         △ 0

  2,288       3,742     △ 1,453

  97,394      96,344      1,050

平成１１年度
（Ｂ）

平成１２年度
（Ａ）

比較
（ＡーＢ）

連 結 剰 余 金 増 加 高

再 評 価 差 額 金 取 崩 額

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

科    目

連結子会社の合併による連結剰余金減少
高

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

当 期 純 利 益

配 当 金

役 員 賞 与

連結子会社の減少に伴う期首剰余金減少高



  連結キャッシュ・フロー計算書

株式会社 滋賀銀行

（単位：百万円）

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,657     6,758     △ 3,100     

減価償却費 8,754     9,020     △ 265       

連結調整勘定償却額 37        -         37        

貸倒引当金の増加額 △ 36,208    22,171    △ 58,379    

投資損失引当金の増加額 △ 133       133       △ 267       

債権売却損失引当金の増加額 75        654       △ 578       

退職給与引当金の増加額 △ 7,891     139       △ 8,030     

退職給付引当金の増加額 7,429     -         7,429     

資金運用収益 △ 73,128    △ 78,628    5,500     

資金調達費用 17,340    17,340    -         

有価証券関係損益（△） △ 3,346     △ 14,005    10,659    

金銭の信託の運用損益（△） 946       △ 705       1,651     

為替差損益（△） △ 5         71        △ 77        

動産不動産処分損益（△） 54        168       △ 113       

貸出金の純増（△）減 2,101     58,797    △ 56,696    

預金の純増減（△） 143,198   85,161    58,037    

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 620       2,207     △ 1,587     

預け金（日銀預け金を除く）の純増(△)減 △ 80,585    38,404    △ 118,990   

コールローン等の純増（△）減 193,209   △ 116,235   309,444   

コールマネー等の純増減（△) 30,826    △ 18,044    48,871    

債券貸付取引担保金の純増減(△) △ 3,146     △ 8,706     5,559     

外国為替（資産）の純増(△)減 △ 185       △ 560       375       

外国為替（負債）の純増減(△) △ 334       341       △ 676       

資金運用による収入 71,649    79,639    △ 7,989     

資金調達による支出 △ 19,873    △ 19,703    △ 170       

その他 △ 2,883     7,465     △ 10,349    

        小       計 252,179   71,886    180,292   

法人税等の支払額 △ 11,705    △ 12,926    1,220     

営業活動によるキャッシュ・フロー 240,473   58,959    181,513   

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 530,119   △ 243,038   △ 287,080   

有価証券の売却による収入 35,758    49,310    △ 13,551    

有価証券の償還による収入 265,781   141,682   124,099   

金銭の信託の増加による支出 △ 2,004     △ 7,000     4,995     

金銭の信託の減少による収入 2,000     -         2,000     

動産不動産の取得による支出 △ 9,861     △ 9,268     △ 592       

動産不動産の売却による収入 0         595       △ 594       

連結子会社の株式追加取得による支出 △ 180       △ 149       △ 30        

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 238,624   △ 67,870    △ 170,754   

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

劣後特約付借入金の返済による支出 -         △ 5,000     5,000     

転換社債の発行による収入 -         25,000    △ 25,000    

配当金支払額 △ 1,191     △ 1,186     △ 5         

少数株主への配当金支払額 △ 4         △ 5         0

自己株式の取得による支出 △ 54        △ 64        10        

自己株式の売却による収入 57        64        △ 7         

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,192     18,808    △ 20,000    

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 -         -         -         

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 655       9,897     △ 9,241     

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 44,682    34,785    9,897     

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 45,338    44,682    655       

平成１２年度
（Ａ）

平成１１年度
（Ｂ）

 比較（Ａ－Ｂ）



株式会社  滋 賀 銀 行

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

〔平成 13 年３月期〕

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社   11 社

    会社名

しがぎんビジネスサービス株式会社

滋賀柏原代理店株式会社

しがぎん不動産株式会社

滋賀余呉代理店株式会社

しがぎんキャッシュサービス株式会社

しがぎんアシスタントサービス株式会社

しがぎんコンピュータサービス株式会社

株式会社しがぎん経済文化センター

株式会社滋賀ディーシーカード

しがぎんリース・キャピタル株式会社

株式会社しがぎんジェーシービー

  なお、連結子会社しがぎんリース株式会社、同しがぎんキャピタル株式会社の両社は、平成 12 年７月１日付で合併

し、しがぎんリース・キャピタル株式会社となりました。

(2) 非連結子会社

 該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項

       該当ありません。

３．連結子会社の事業年度に関する事項

       連結子会社の決算日は次のとおりであります。

    ３月末日    11 社

４．会計処理基準に関する事項

(1) 商品有価証券の評価基準及び評価方法

当行の保有する商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法

   (ｲ)  有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、満期保有

目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては連

結決算日の市場価格等に基づく時価法、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により

行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理（売却原価は主として

移動平均法により算定）しております。

   (ﾛ)  当行の保有する有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価

証券の評価は、時価法により行っております。連結子会社の保有する金銭の信託において信託財産を構成している

有価証券の評価は、上記(ｲ)と同じ方法により行っております。



(3) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

当行のデリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

(4) 減価償却の方法

① 動産不動産

    当行の動産不動産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

            建  物  　３年～50 年

　　　    動  産  　３年～20 年

　 連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定率法により償却しております。

② ソフトウェア

    自社利用のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づく定額法

により償却しております。

(5) 貸倒引当金の計上基準

　　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと

同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）の債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の

処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況

にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める

額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基

づき計上しております。なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定

海外債権引当勘定(租税特別措置法第 55 条の２の海外投資等損失準備金を含む)として計上しております。

　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

    なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収

が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は 49,511 百万

円であります。

  連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等

特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

(6) 退職給付引当金の計上基準

    退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

      数理計算上の差異  ：  発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として 10 年）による定額法により、

                            翌連結会計年度から費用処理（又は損益処理）

　なお、会計基準変更時差異（16,117 百万円）については、退職給付信託の設定によりその全額を一時費用処理してお

ります。また、平成 12 年３月 31 日の厚生年金保険法の改正に伴う過去勤務債務（退職給付費用の減額の発生額）につ

いても、当連結会計年度にその全額を一時処理しております。

(7) 債権売却損失引当金の計上基準

  当行は、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性のある損

失を見積もり、必要と認められる額を計上しております。



(8)  外貨建資産・負債の換算基準

  当行の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

(9)  リース取引の処理方法

  当行及び連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

(10)  重要なヘッジ会計の方法

    当行のヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ取引を

用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商品会計基準適用に

関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）に定められたリスク

調整アプローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。また、リスク管理方針に定

められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利

リスクが減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。

  なお、一部の資産については、金利スワップの特例処理を行っております。

(11)  消費税等の会計処理

 当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項

  連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行うこととしております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会計期間において確定した利益処分に基づいて作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀

行への預け金であります。

 追    加    情    報

  （退職給付会計）

    当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会平成 10 年６月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は 621 百

万円、税金等調整前当期純利益は 13,971 百万円減少しております。

　  （また、当行は当連結会計年度に退職給付信託を設定しております。この結果、税金等調整前当期純利益は 5,295

百万円減少しております。）

  なお、「退職給与引当金」は、「退職給付引当金」に含めて表示しております。



  （金融商品会計）

１．   当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会平成 11 年１月 22 日））を適用し、有価証券の評価の方法、デリバティブ取引の評価の方法、ヘッジ会計の方法等

について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は 3,848 百万円、税金等調整

前当期純利益は 3,848 百万円増加しております。

２．   ヘッジ会計を適用するデリバティブ取引の損益については、従来と同じ損益科目で表示しておりますが、収益及び

費用の表示は、金融商品に係る会計基準の適用に伴い、当連結会計年度より従来の総額表示から純額表示に変更して

おります。この変更による経常利益及び税金等調整前当期純利益の影響はありませんが、従来の方法によった場合に

比べ、経常収益及び経常費用はそれぞれ 0百万円減少しております。

  なお、銀行業におけるヘッジ会計に係るデリバティブ取引の収益及び費用の表示に関し、下期において総額表示に

比べて純額表示がより適正な表示であるとの結論に達したために、中間連結会計期間においては従来の総額表示によ

っております。中間連結会計期間において、ヘッジ会計を適用するデリバティブ取引について収益及び費用を純額で

表示した場合には、中間連結会計期間の経常利益及び税金等調整前中間純利益の影響はありませんが、経常収益及び

経常費用はそれぞれ 0百万円減少いたします。

３．   金融商品に係る会計基準の適用に伴う連結財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正により、連結貸借対照表の表示

科目が改定されましたが、その内容は次のとおりであります。

　その他有価証券及びその他の金銭の信託を時価評価することにより生じる評価差額に税効果を勘案した額を「その

他有価証券評価差額金」として計上しております。

４．   使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、従来「有価証券」中の貸付有価証券に計上しておりま

したが、当連結会計年度よりその種類毎に「有価証券」中の国債等に計上しております。当連結会計年度末における

使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は 16 百万円であります。

  （外貨建取引等会計基準）

  当行は、「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会平成 12 年４月 10 日）に基づき、「新外為経理基準」を継続適用しております。

 注    記    事    項

 （連結貸借対照表関係）

１． 消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「有価証券」に 2,866 百万円含まれております。

２．貸出金のうち、破綻先債権額は 34,802 百万円、延滞債権額は 87,417 百万円であります。

　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の

取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第１項第３号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 2,717 百万円であります。

　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻



先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 50,240 百万円であります。

　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上

延滞債権に該当しないものであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 175,177 百万円であります。

    なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引により取得した商業手形、荷付為替手形等の額面金額は、85,481 百万円であります。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。

　　担保に供している資産

　　　有 価 証 券      　　　　　　　　　61,823 百万円

　　担保資産に対応する債務

　　　預　　　　金　　　　　　　　　 6,044 百万円

　　　その他負債      （運用受託金）　　   240 百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 58,587 百万円を差し入れて

おります。

  なお、動産不動産のうち保証金権利金は 1,326 百万円であります。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上

規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契

約に係る融資未実行残高は、766,732 百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無

条件で取消可能なもの）が 766,507 百万円あります。

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行

及び連結子会社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢

の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当行及び連結子会社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契

約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価

証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等

を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

９．土地の再評価に関する法律（平成10年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、当行の事業用土地の再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを

控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

　　再評価を行った年月日    　　　　　　　　　 平成10年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、近隣

の公示価格を参酌する等合理的な調整を行って算出

                 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再

評価後の帳簿価額の合計額との差額           14,167百万円

10．動産不動産の減価償却累計額　　  72,115 百万円

11．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 32,000 百万円が含まれ

ております。



（連結損益計算書関係）

１．「その他の経常費用」には、株式会社共同債権買取機構へ不動産担保付債権を売却したことによる損失 23 百万円を含

んでおります。

２．「その他の特別利益」は、退職給付会計導入に伴う退職給付信託設定益 10,822 百万円及び未認識過去勤務債務差異償

却益 1,850 百万円であります。

３．「その他の特別損失」は、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額 16,117百万円であります。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

    平成 13 年３月 31 日現在

　現金預け金勘定 171,534 百万円

　定期預け金 △ 125,150 百万円

　外貨預け金 △     616 百万円

　その他預け金 △     429 百万円

　現金及び現金同等物 45,338 百万円

(2) 重要な非資金取引の内容

　転換社債の転換による資本金増加額         0 百万円

　転換社債の転換による資本準備金増加額         0 百万円

　    転換による転換社債減少額 1百万円



 （リース取引関係）

前連結会計年度

自　平成11年４月１日

至　平成12年３月31日

当連結会計年度

自　平成12年４月１日

至　平成13年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

貸主側 貸主側

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残高 (1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び年度末残高

                                                  （金額単位 百万円）                                                      （金額単位 百万円）

機械及

び装置

工具、

機具及

び備品

その他 合  計
機械及

び装置

工具、

機具及

び備品

その他 合  計

取得価額 18,886 12,878 6,922 38,687 取得価額 12,557 10,997 4,059 27,613

減価償却

累 計 額 12,090 8,767 4,209 25,066
減価償却

累 計 額 6,175 5,487 1,869 13,532

年 度 末

残    高 6,795 4,111 2,713 13,620
年 度 末

残    高 6,382 5,509 2,190 14,081

(2)  未経過リース料年度末残高相当額 (2)  未経過リース料年度末残高相当額

                                                  （金額単位 百万円）                                                       （金額単位 百万円）

１年内 １年超 合  計 １年内 １年超 合  計

未経過リース料        

年度末残高相当額 4,436 10,422 14,859
未経過リース料        

年度末残高相当額 4,532 10,384 14,916

(3) 当連結会計年度の受取リース料、減価償却費及び受取利

   息相当額

(3) 当連結会計年度の受取リース料、減価償却費及び受取利

   息相当額

受 取 リ ー ス 料 6,142百万円 受 取 リ ー ス 料 5,896百万円

減 価 償 却 費 5,013百万円 減 価 償 却 費 4,811百万円

受取利息相当額 897百万円 受取利息相当額 851百万円

(4)  利息相当額の算定方法 (4)  利息相当額の算定方法

  リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物件の購入

価額を控除した額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分

方法については、利息法によっております。

  リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物件の購入

価額を控除した額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分

方法については、利息法によっております。



（有価証券関係）

    ※ １．連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載してお

ります。

    ※ ２．財務諸表における注記事項である「子会社株式で時価のあるもの」については、以下の「９.」に記載しており

ます。

１． 売買目的有価証券

(金額単位　百万円)

当連結会計年度末（平成13年３月31日現在）
                        期   別

 種   類 連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額          

売買目的有価証券 10,735 △  206

２． 満期保有目的の債券で時価のあるもの

 該当ありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの

(金額単位　百万円)

当連結会計年度末（平成13年３月31日現在）期　　別

種　　類
取得原価

連 結 貸 借      

対照表計上額
評価差額

うち益 うち損

株 式 136,969 189,074 52,104 56,618 4,513

債 券 703,612 722,553 18,940 19,021 80

国 債 325,536 332,001 6,464 6,507 42

地 方 債 115,945 121,067 5,121 5,122 0

社 債 262,131 269,484 7,353 7,391 38

そ の 他 134,665 136,341 1,675 2,069 393

合 計 975,248 1,047,969 72,720 77,708 4,988

　（注）　連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

該当ありません。

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

(金額単位　百万円)

当連結会計年度（自 平成12年４月１日  至 平成13年３月31日）期   別

 種   類 売   却   額 売却益の合計額 売却損の合計額

その他有価証券 48,077 11,040 61



６．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

(金額単位　百万円)
当 連 結 会 計 年 度 末

（平成13年３月31日現在）

　満期保有目的の債券 -

　その他有価証券

　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 9,045

　　公募債以外の内国非上場債券 5,954

７．保有目的を変更した有価証券

該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるものの償還予定額

(金額単位　百万円)

当連結会計年度末（平成13年３月31日現在）期 別

 種 類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

債          券 80,771 472,969 169,768 5,000

国    債 39,594 253,203 34,202 5,000

地 方 債 920 19,426 100,719 －

社    債 40,256 200,338 34,845 －

そ    の    他 9,083 52,679 51,217 3,417

合          計 89,855 525,648 220,986 8,417

        なお、満期保有目的の債券はありません。

９．子会社株式で時価のあるもの（単体）

該当ありません。

（金銭の信託関係）

１．運用目的の金銭の信託

(金額単位　百万円)

当連結会計年度末（平成13年３月31日現在）
期   別

 種   類 連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益

に含まれた評価差額          

運用目的の金銭の信託 12,475 △  501

２．満期保有目的の金銭の信託

該当ありません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

(金額単位　百万円)

当連結会計年度末（平成13年３月31日現在）期　　別

種　　類
取得原価

連 結 貸 借      

対照表計上額
評価差額

うち益 うち損

その他の金銭の信託 54 56 1 1 -

　（注）　連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。



（その他有価証券評価差額金）

連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりであります。

(金額単位　百万円)
当 連 結 会 計 年 度 末

（平成13年３月31日現在）

　評価差額 72,722

　その他有価証券 72,720

　その他の金銭の信託 1

　（△）繰延税金負債   30,354

　その他有価証券評価差額金（持分相当額調整前） 42,367

　（△）少数株主持分相当額       37

　その他有価証券評価差額金 42,330

【ご参考】（有価証券の時価等関係）

(金額単位　百万円)
前連結会計年度（平成12年３月31日現在)　　　　　　　　　　　　期　　別

　種　　類
連 結 貸 借

対 照 表 計 上 額
時 価 評 価 損 益 うち評価益 うち評価損

商 品 有 価 証 券 債 券 － － － － －

有 価 証 券 債 券 88,955 98,221 9,265 9,402 136

株 式 139,113 297,700 158,587 158,660 73

そ の 他 24,397 24,601 204 301 96

小 計 252,466 420,524 168,057 168,364 306

合 計 252,466 420,524 168,057 168,364 306

　　(注) １．本表記載の商品有価証券及び有価証券は、上場有価証券（債券は、国債、地方債、社債であります。）を対象とし

ております。

　　　　　 なお、上場有価証券の時価は、主として東京証券取引所における最終価格によっております。

　　　 ２．非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおりであります。

 (金額単位　百万円)
前連結会計年度（平成12年３月31日現在)　　　　　　　　 期　  別

　種　　類
連 結 貸 借

対照表計上額
時価相当額 評 価 損 益 うち評価益 うち評価損

商品有価証券 債 券 25 25 △    0 － 0

有 価 証 券 債 券 212,153 215,205 3,051 3,362 311

株 式 509 1,355 846 1,057 211

そ の 他 2,022 2,058 35 76 40

小 計 214,685 218,619 3,933 4,496 563

合 計 214,711 218,644 3,933 4,496 563

　　　　 　　非上場有価証券の時価相当額は、店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募債券

については日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算し

た価格、証券投資信託の受益証券については基準価格によっております。

　　　 　３．本表記載の「その他」については、全額「外国証券」であり、前連結会計年度(平成12年３月31日現在)の連結貸

借対照表計上額、時価及び評価損益は上記のとおりであります。



       ４．時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

(金額単位　百万円)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           期　　別

　　種　　類

前 連 結 会 計 年 度

（平成12年３月31日現在）

商 品 有 価 証 券 残 存 償 還 期 間 １ 年 以 内 の 公 募 非 上 場 債 券 1

有 価 証 券 残 存 償 還 期 間 １ 年 以 内 の 公 募 非 上 場 債 券 116,453

公 募 債 以 外 の 内 国 非 上 場 債 券 114,173

内 国 債 以 外 の 非 上 場 債 券 57,180

非 上 場 株 式 4,150

【ご参考】（金銭の信託の時価等関係）

 (金額単位　百万円)

前連結会計年度（平成12年３月31日現在)　　　　　　　　　　　　  期　　別

　種　　類 連 結 貸 借

対照表計上額
時 価 等 評 価 損 益 うち評価益 うち評価損

金 銭 の 信 託 13,010 13,584 574 611 37

　(注)　時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっております。

　　　  １．上場有価証券については、主として東京証券取引所における最終価格によっております。

　　　  ２．店頭売買株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

（デリバティブ取引関係）

  (1) 金 利 関 連 取 引         

(金額単位　百万円)

当連結会計年度（平成13年３月31日現在）

   契 約 額 等区  分 種　　　　　　　　　類

うち１年超
時    価 評価損益

金 利 先 物 - - - -
取引所

金 利 オ プ シ ョ ン - - - -

金 利 先 渡 契 約 - - - -

金 利 ス ワ ッ プ 1,075 1,075 1 1

    受 取 固 定 ・ 支 払 変 動 - - - -

    受 取 変 動 ・ 支 払 固 定 456 456 - -

    受 取 変 動 ・ 支 払 変 動 619 619 1 1

金 利 オ プ シ ョ ン - - - -

店  頭

そ の 他 - - - -

合 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 1 1

　(注)１．上記取引については、金利スワップの特例処理を行っているものを除き時価評価を行い、評価損益を連結損益計
算書に計上しております。

　　　　　    なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。
  ２．時価の算定
          取引所取引につきましては、東京金融先物取引所における最終の価格によっております。店頭取引につきまして
は、割引現在価値により算定しております。



  (2) 通 貨 関 連 取 引         

(金額単位　百万円)

当連結会計年度（平成13年３月31日現在）

   契 約 額 等区  分 種　　　　　　　　　類

うち１年超
時    価 評価損益

通 貨 ス ワ ッ プ - - - -

為 替 予 約 - - - -

通 貨 オ プ シ ョ ン - - - -
店  頭

そ の 他 - - - -

　　(注)　「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協会平成12年
４月10日）に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。

　　　　　 期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。
　　　　　 なお、下記通貨スワップは全て、異なる通貨での資金調達・運用を動機として行われる為替スワップ取引（資金関

連スワップ）であります。
(金額単位　百万円)

当連結会計年度（平成13年３月31日現在）
種　　　　　　　　　類

契約額等 時    価 評価損益

通 貨 ス ワ ッ プ 17,836 786 786

　　　   　また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等につきましては、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益
を連結損益計算書に計上しておりますので、上記記載から除いております。

　　　 　　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

(金額単位　百万円)

当 連 結 会 計 年 度 末

（平成13年３月31日現在）区  分 種　　　　　　　　　類

契　　　約　　　額　　　等

通 貨 先 物 -
取引所

通 貨 オ プ シ ョ ン -

為 替 予 約 7,094

           売 建 3,300

           買 建 3,794

通 貨 オ プ シ ョ ン -

店  頭

そ の 他 -

(3) 株 式 関 連 取 引         

該当ありません。

(4) 債 券 関 連 取 引         

該当ありません。

(5) 商 品 関 連 取 引         

該当ありません。

(6) クレジットデリバティブ取引

該当ありません。



【ご参考】（デリバティブ取引関係）

（1）金 利 関 連 取 引         

(金額単位　百万円)
前連結会計年度（平成12年３月31日現在）

種　　　　　　　類 契 約 額 等
区
　
分 う ち １ 年 超

時 価 評 価 損 益

金 利 先 物
　　　　売 建           －           －           －           －
　　　　買 建           －           －           －           －
金 利 オ プ シ ョ ン
　　　　売 建

　　　　　　コ ー ル
          －
  (       － )

          －           －           －

　　　　　　プ ッ ト
          －
  (       － )

          －           －           －

　　　　買 建

　　　　　　コ ー ル
          －
  (       － )

          －           －           －

取
　
　
　
引
　
　
　
所

　　　　　　プ ッ ト
          －
  (       － )

          －           －           －

金 利 先 渡 契 約
　　　　売 建           －           －           －           －
　　　　買 建           －           －           －           －
金 利 ス ワ ッ プ
　　　　受 取 固 定 ・ 支 払 変 動           －           －           －           －
　　　　受 取 変 動 ・ 支 払 固 定      144,464      102,746    △  3,795    △  3,795
　　　　受 取 変 動 ・ 支 払 変 動          530          530            1            1
金 利 オ プ シ ョ ン
　　　　売 建

　　　　　　コ ー ル
          －
  (       － )

          －           －           －

　　　　　　プ ッ ト
          －
  (       － )

          －           －           －

　　　　買 建

　　　　　　コ ー ル
          －
  (       － )

          －           －           －

　　　　　　プ ッ ト
          －
  (       － )

          －           －           －

そ の 他

　　　　売 建
          －
  (       － )

          －           －           －

店
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
頭

　　　　買 建
          －
  (       － )

          －           －           －

合 計    △  3,793
　(注) １．時価の算定
　　　　 取引所取引につきましては、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。
　　　　 店頭取引につきましては、割引現在価値により算定しております。
　　　 　２．上記金利スワップのうち受取変動・支払固定は、全額、当行保有の固定金利資産の金利上昇リスクをヘッジする

ためのものであります。
　　　 ３．(　) 内は連結貸借対照表に計上したオプション料であります。
　　　 ４．金利スワップ契約の内容

(金額単位　百万円)
前連結会計年度(平成12年３月31日現在)

残 存 期 間 １年以下 １年超３年以下 ３ 年 超

受取側固定スワップ想定元本 － － －

　平均受取固定金利(％) － － －
　平均支払変動金利(％) － － －

支払側固定スワップ想定元本 41,717 90,850 11,896

　平均支払固定金利(％) 2.39 2.41 1.49
　平均受取変動金利(％) 0.25 0.23 0.33

受取変動･支払変動スワップ想定元本 － 530 －

　平均受取変動金利(％) － 6.93 －
　平均支払変動金利(％) － 6.73 －

合　　　　　　　計 41,717 91,381 11,896



（2）通 貨 関 連 取 引         

(金額単位　百万円)
前連結会計年度（平成12年３月31日現在）

種　　　　　　　類 契 約 額 等
区
　
分 う ち １ 年 超

時 価 評 価 損 益

通 貨 ス ワ ッ プ 27,575 － △  271 △  271

う　　ち　　米 ド ル        25,567 － △  264 △  264

う　　ち　　ス イ ス フ ラ ン        2,007 － △    7 △    7

店
　
頭

う　　ち　　そ の 他        － － － －

　(注) １．時価の算定

　　　　　 割引現在価値により算定しております。

　　　 　２．先物為替予約、通貨オプション等につきましては、連結会計年度末日に引直しを行い、その損益を連結損益計算

書に計上しておりますので、上記記載から除いております。なお、上記通貨スワップは全て、異なる通貨での資金

調達・運用を動機として行われる為替スワップ取引（資金関連スワップ）であります。

　　　　　 引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

(金額単位　百万円)
前連結会計年度

（平成12年３月31日現在)
区
　
分

種　　　　　　　類

契　　約　　額　　等

通 貨 先 物
　　　　売 建                                －
　　　　買 建                                －
通 貨 オ プ シ ョ ン
　　　　売 建

　　　　　　コ ー ル
                               －
                 (             － )

　　　　　　プ ッ ト
                               －
                 (             － )

　　　　買 建

　　　　　　コ ー ル
                               －
                 (             － )

取
　
　
　
引
　
　
　
所

　　　　　　プ ッ ト
                               －
                 (             － )

為 替 予 約
　　　　売 建                             2,933
　　　　買 建                             2,719
通 貨 オ プ シ ョ ン
　　　　売 建

　　　　　　コ ー ル
                               －
                 (             － )

　　　　　　プ ッ ト
                               －
                 (             － )

　　　　買 建

　　　　　　コ ー ル
                               －
                 (             － )

　　　　　　プ ッ ト
                               －
                 (             － )

そ の 他
　　　　売 建                                －

店
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
頭

　　　　買 建                                －

　(注)　(　）内は連結貸借対照表に計上したオプション料であります。

（3）株 式 関 連 取 引         

前連結会計年度（平成12年３月31日現在）は該当ありません。

（4）債 券 関 連 取 引         

前連結会計年度（平成12年３月31日現在）は該当ありません。

（5）商 品 関 連 取 引         

前連結会計年度（平成12年３月31日現在）は該当ありません。



（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

厚生年金基金  ：  昭和 46 年６月１日から従来の退職金制度に上積みして調整年金制度を採用しております。

退職一時金        ：  退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。

なお、当行は当連結会計年度において退職給付信託を設定しております。

２．退職給付債務に関する事項

（金額単位  百万円）

区                                分
当 連 結 会 計 年 度

（平成13年３月31日現在）

退職給付債務 (A) △  53,839

年金資産 (B) 38,523

未積立退職給付債務 (C)＝(A)＋(B) △  15,315

会計基準変更時差異の未処理額 (D) －

未認識数理計算上の差異 (E) 9,530

未認識過去勤務債務 (F) －

連結貸借対照表計上額純額 (G)＝(C)＋(D)＋(E)＋(F) △   5,785

前払年金費用 (H) 1,644

退職給付引当金 (G)－(H) △   7,429

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。

         ２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

（金額単位  百万円）

区                                分
当 連 結 会 計 年 度

（平成13年３月31日現在）

勤務費用 1,878

利息費用 1,618

期待運用収益 △    895

過去勤務債務の費用処理額 △  1,850

数理計算上の差異の費用処理額 －

会計基準変更時差異の費用処理額 16,117

その他（臨時に支払った割増退職金等） －

退職給付費用 16,869

  （注） １．当連結会計年度末までに退職給付信託を設定したことにより、信託財産の拠出時に時価に相当する期首

退職給付債務を一括費用処理した額16,117百万円を含んでおります。

         ２．平成12年３月31日の厚生年金保険法の改正に伴い、当連結会計年度において当行の厚生年金基金の代行

部分に係る支給開始年齢の引き上げについての規約改正を行ったことにより発生した過去勤務債務（債務

の減額）については、当連結会計年度にその全額を費用処理しております。

         ３．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

区                                分
当 連 結 会 計 年 度

（平成13年３月31日現在）

(1) 割引率 ３．０ ％

(2) 期待運用収益率 ３．０ ％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数 主として10年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年

度から費用処理することとしている）

(5) 会計基準変更時差異の処理年数 退職給付信託を設定したことにより、期首退職給付

債務を一括費用処理している

（税効果会計関係）

当 連 結 会 計 年 度

自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　繰延税金資産

　　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額       30,954百万円

　　　　　退職給付引当金損金算入限度超過額        3,555百万円

　　　　　減価償却費損金算入限度超過額        1,177百万円

　　　　　未 払 事 業 税 否 認                        282百万円

　　　　　その他                              2,551百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　繰 延 税 金 資 産 小 計                      38,519百万円

　　　　評 価 性 引 当 額                          －百万円

　　　　繰 延 税 金 資 産 合 計                      38,519百万円

　　　　繰延税金負債

　　　　　その他有価証券評価差額金                   △30,354百万円

　　　　繰 延 税 金 負 債 合 計                    △30,354百万円

　　　　繰 延 税 金 資 産 の 純 額                       8,165百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人

税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳

　　　　法定実効税率                           41.7％

        （調整）

　　　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目          △ 9.6％

　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目          2.0％

          その他                             △ 1.5％

　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率     32.6％



株式会社  滋 賀 銀 行

 セ  グ  メ  ン  ト  情  報

  １．事業の種類別セグメント情報

　　 前連結会計年度（自　平成11年４月１日　至　平成12年３月31日）

連結会社は銀行業以外に一部でクレジットカード及びリース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグ

メントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

　　 当連結会計年度（自　平成12年４月１日　至　平成13年３月31日）

連結会社は銀行業以外に一部でクレジットカード及びリース等の事業を営んでおりますが、それらの事業の全セグ

メントに占める割合が僅少であるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。

２．所在地別セグメント情報

　　 前連結会計年度（自　平成11年４月１日　至　平成12年３月31日）

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも90％を超え

ているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　　 当連結会計年度（自　平成12年４月１日　至　平成13年３月31日）

全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦の割合がいずれも90％を超え

ているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．海 外 経 常 収 益         

　　 前連結会計年度（自　平成11年４月１日　至　平成12年３月31日）

　海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

　　 当連結会計年度（自　平成12年４月１日　至　平成13年３月31日）

　海外経常収益が連結経常収益の10％未満のため、海外経常収益の記載を省略しております。

 生  産 、 受  注  及  び  販  売  の  状  況

「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりません。



株式会社  滋 賀 銀 行

 関  連  当  事  者  と  の  取  引

当連結会計年度（自　平成12年４月１日　至　平成13年３月31日)

  １．親会社及び法人主要株主等

 該当ありません。

  ２．役員及び個人主要株主等

関 係 内 容

属 性
会 社 等

の 名 称
住 所 資 本 金

事業内容

又は職業

議決権等の所有

(被所有 ) 割合 役 員 の

兼 任 等

事 業 上

の 関 係

取 引 の 内 容

取 引

金 額

科 目 期 末 残 高

（百万円） （％） （人） （百万円） （百万円）

役員及びその近親者 山陰亀治郎
大阪府

八尾市
－ 不動産

賃貸業 － なし なし 資金の貸付       (注3) 273
貸 出 金      

未 収 収 益      

273

0

西川産業

株式会社

(注1)

東京都

中央区
901
寝  具

卸売業

被所有

直接　0.04
1 なし

 資金の貸付       (注4)

 私募債の引受 (注4)

 利 息 の 受 取 他         

4,972

400

12

貸 出 金      

有 価 証 券      

前 受 収 益      

887

400

1
役員及びその近親者が

議決権の過半数を所有

 している会社等
株式会社

大阪西川

(注2)

大阪市

中央区
400
寝  具

卸売業

被所有

直接　0.39
1 なし

 資金の貸付       (注5)

 輸入代金支払保証         

 利 息 の 受 取 他         

2,300

50

22

貸 出 金      

有 価 証 券      

未 収 収 益      

支払承諾見返

前 受 収 益      

1,130

400

1

50

0

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注1） 当行監査役西川甚五郎及びその近親者等が議決権の50.77％を保有している。

　（注2） 当行監査役西川甚五郎及びその近親者等が議決権の65.92％を保有している。

　（注3） 山陰亀治郎に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

　（注4） 西川産業株式会社に対する資金の貸付及び私募債の引受については、市場金利を勘案して一般的取引条件と同

様に決定している。

　（注5） 株式会社大阪西川に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

  ３．子会社等

       該当ありません。

  ４．兄弟会社等

       該当ありません。



   平成１３年３月期      個別財務諸表の概要                        平成１３年５月２２日

上 場 会 社 名 株式会社　滋 賀 銀 行                           上場取引所           東・大

コ ー ド 番 号 ８３６６                           本店所在都道府県     滋賀県

問 合 せ 先 責 任 者 役 職 名 主 計 室 長                            

氏 名 寺 田  充              ＴＥＬ（０７７）５２１－２２０５

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成１３年５月２２日 中間配当制度の有無       有

定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成１３年６月２８日

１．平成 13 年 3 月期の業績（平成 12 年 4 月 1 日～平成 13 年 3 月 31 日）

（１）経営成績                                          （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

経     常     収     益 経     常     利     益 当   期   純   利   益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成 13 年 3月期 ９３，３４８ △ １２．４ ６，７５７ △   ６．３ ２，２６０ △  ３９．３

平成 12 年 3月期 １０６，５１６ △   ５．０ ７，２１４ △ １３．０ ３，７２６     ２０．６

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率
経 常 収 支 率 預 金 残 高

円    銭 円    銭 ％ ％ 百万円

平成 13 年 3月期   ９  ４２                ８  ０５ １．２ ９２．８ ３，４０６，２３５

平成 12 年 3月期 １５  ６１              １４  ２４ ２．３ ９３．２ ３，２６５，０４０

（注）①期中平均株式数    平成 13 年 3 月期  239,852,252 株    平成 12 年 3 月期  238,819,355 株

      ②会計処理の方法の変更     無

      ③経常収支率＝経常費用／経常収益×１００

      ④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配当状況

１  株  当  た  り  年  間  配  当  金

中 間 期 末

配 当 金 総 額

（ 年 間 ）
配 当 性 向

株 主 資 本

配 当 率

円    銭 円    銭 円    銭 百万円 ％ ％

平成 13 年 3月期      ５   ００      ２   ５０      ２   ５０ １，１９９     ５３．１      ０．６

平成 12 年 3月期      ５   ００      ２   ５０      ２   ５０ １，１９６     ３２．１      ０．７

（３）財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本
自 己 資 本 比 率

（国際統一基準）

百万円 百万円 ％ 円    銭 ％

平成 13 年 3月期 ３，８３０，１６７ ２０４，１６０ ５．３ ８５１  １９ １０．７１

平成 12 年 3月期 ３，６１９，８２７ １６０，７８４ ４．４ ６７０  ３５ １３．０７

（注）期末発行済株式数    平成 13 年 3 月期  239,852,285 株    平成 12 年 3 月期  239,850,332 株

                           （額面株式、１単位の株式数 1,000 株）

２．平成 14 年 3 月期の業績予想（平成 13 年 4 月 1 日～平成 14 年 3 月 31 日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金
経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

中 間 期 末

百万円 百万円 百万円 円    銭 円    銭 円    銭

中 間 期 ４０，０００ ４，０００ ３，０００ ２  ５０                         

通 期 ８０，０００ ９，０００ ６，０００             ２  ５０ ５  ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） ２５円 ０１銭



（単位：百万円）

 171,513  90,234  81,278

 30,766  34,377 △ 3,610

 140,746  55,857  84,889

 91,260  267,314 △ 176,054

 41,400  63,000 △ 21,600

 5,925  1,480  4,445

 1,958  26  1,932

 1,958  26  1,932

 12,475  12,960 △ 485

 1,069,249  757,420  311,829

 332,000  205,325  126,674

 121,067  105,227  15,839

 275,143  220,950  54,192

 196,534  142,307  54,226

 2  5 △ 3

 144,502  83,588  60,914

 -  14 △ 14

 - △ 108  108

 2,318,024  2,325,304 △ 7,279

 85,156  87,863 △ 2,707

 370,114  388,926 △ 18,811

 1,455,396  1,407,338  48,058

 407,357  441,176 △ 33,819

 2,658  2,473  185

 951  823  127

 397  614 △ 216

 1,309  1,035  273

 19,150  14,912  4,238

 1,749  104  1,644

 6,985  6,777  207

 1  -  1

 1,218  -  1,218

 9,195  8,030  1,165

 73,429  74,573 △ 1,143

 72,115  73,263 △ 1,148

 1,314  1,308  5

 8,014  32,090 △ 24,076

 56,463  55,802  660

△ 41,356 △ 77,657  36,301

 3,830,167  3,619,827  210,340

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

取 立 外 国 為 替

外 国 他 店 預 け

当 座 貸 越

外 国 為 替

未 収 収 益

そ の 他 資 産

前 払 費 用

有 価 証 券

現 金

預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

資 産 の 部 合 計

保 証 金 権 利 金

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

貸   借   対   照   表

金 銭 の 信 託

買 入 手 形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

商 品 国 債

現 金 預 け 金

株式会社 滋賀銀行

前 期 末

（ 資 産 の 部 ）

土 地 建 物 動 産

動 産 不 動 産

そ の 他 の 資 産

そ の 他 の 証 券

貸 付 有 価 証 券

貸 出 金

投 資 損 失 引 当 金

金 融 派 生 商 品

繰 延 ヘ ッ ジ 損 失

買 入 外 国 為 替

自 己 株 式

前 期 比 増 減 （ △ ）
（平成12年 3月 31日）（平成13年 3月 31日）

地 方 債

株 式

国 債

科 目
当 期 末

社 債



（単位：百万円）

 3,406,235  3,265,040  141,195

 110,180  83,749  26,430

 790,581  683,844  106,736

 55,909  64,624 △ 8,714

 43,688  44,661 △ 973

 2,343,126  2,310,560  32,565

 23,611  25,494 △ 1,883

 39,137  52,104 △ 12,967

 51,586  23,906  27,680

 32,000  32,000  - 

 32,000  32,000  - 

 148  483 △ 334

 136  447 △ 311

 12  36 △ 23

 24,439  24,440 △ 1

 32,203  34,052 △ 1,849

 2,923  7,095 △ 4,171

 8,131  10,897 △ 2,765

 1,593  2,847 △ 1,254

 1,936  1,976 △ 39

 18  32 △ 14

 1,218  -  1,218

 16,380  11,202  5,178

 -  7,841 △ 7,841

 7,379  -  7,379

 1,984  1,908  75

 13,566  13,566  - 

 56,463  55,802  660

 3,626,006  3,459,042  166,964

 27,406  27,406  0

 24,304  24,061  243

 18,272  18,271  0

 6,032  5,789  242

 18,936  18,936  - 

 91,184  90,380  803

 88,155  85,655  2,500

（ 配 当 準 備 金 ）  2  2  - 

（退職慰労積立金）  720  720  - 

（ 別 途 積 立 金 ）  87,432  84,932  2,500

 3,028  4,724 △ 1,696

当 期 純 利 益  2,260  3,726 △ 1,466

 42,328  -  42,328

 204,160  160,784  43,375

 3,830,167  3,619,827  210,340

（注）当期における発行済株式数の増加内容

        転換社債の転換  発行株式数1,953株  発行価格512円  資本組入額499千円

貸   借   対   照   表

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

再 評 価 差 額 金

負 債 の 部 合 計

資 本 金

（ 資 本 の 部 ）

法 定 準 備 金

そ の 他 の 負 債

前 受 収 益

負債及び資本の部合計

剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 の 部 合 計

任 意 積 立 金

従 業 員 預 り 金

未 払 費 用

給 付 補 て ん 備 金

売 渡 外 国 為 替

未 払 外 国 為 替

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

転 換 社 債

借 用 金

借 入 金

外 国 為 替

定 期 積 金

そ の 他 の 預 金

コ ー ル マ ネ ー

株式会社 滋賀銀行

普 通 預 金

定 期 預 金

（ 負 債 の 部 ）

預 金

当 座 預 金

貯 蓄 預 金

通 知 預 金

（平成13年 3月31日） （平成12年 3月31日）
前 期 比 増 減 （ △ ）科 目

当 期 末 前 期 末

金 融 派 生 商 品

退 職 給 与 引 当 金

その他有価証券評価差額金

退 職 給 付 引 当 金

支 払 承 諾

再評価に係る繰延税金負債

債 権 売 却 損 失 引 当 金



(単位：百万円）

  93,348   106,516 △ 13,168
  73,121   78,674 △ 5,553
  52,074   53,856 △ 1,781
  18,971   23,009 △ 4,038
  1,423   1,126   296
  15   9   5
  225   156   68
  -   47 △ 47
  412   469 △ 57
  7,431   7,102   329
  4,062   3,980   81
  3,369   3,121   247
  910   1,138 △ 227
  253   236   17
  -   328 △ 328
  562   165   397
  92   407 △ 314
  1   -   1
  11,884   19,600 △ 7,716
  11,029   18,214 △ 7,184
  11   729 △ 717
  843   657   186
  86,590   99,301 △ 12,711
  16,085   17,204 △ 1,119
  8,251   9,337 △ 1,085
  2,756   1,783   973
  760   882 △ 121
  97   53   44
  2,682   3,123 △ 440
  1,536   2,023 △ 486
  2,651   2,614   37
  729   717   11
  1,922   1,897   25
  2,313   2,280   33
  31   -   31
  2,281   392   1,889
  -   1,887 △ 1,887
  43,844   43,354   489
  21,695   33,848 △ 12,152
  11,910   28,555 △ 16,645
  6,699   225   6,474
  50   43   7
  659   2,682 △ 2,023
  946   23   922
  1,428   2,316 △ 888
  6,757   7,214 △ 457
  12,674   15   12,659
  0   15 △ 15
  1   0   1
  12,673   -   12,673
  16,171   988   15,183
  53   182 △ 129
  16,117   805   15,312
  3,260   6,241 △ 2,981
  7,249   10,975 △ 3,726
△ 6,249 △ 8,460   2,211
  2,260   3,726 △ 1,466
  1,487   1,578 △ 90
  -   136 △ 136
  599   596   2
  119   119   0
  3,028   4,724 △ 1,696

前 期 比 増 減 （ △ ）科 目 自 平成12年4月 1日

至 平成13年3月31日

当 期 前 期

自 平成11年4月 1日

至 平成12年3月31日

株式会社 滋賀銀行

転 換 社 債 利 息

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コ ー ル ロ ー ン 利 息

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

買 入 手 形 利 息

預 け 金 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

受 入 為 替 手 数 料

そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益

外 国 為 替 売 買 益

商 品 有 価 証 券 売 買 益

国 債 等 債 券 売 却 益

国 債 等 債 券 償 還 益

そ の 他 経 常 収 益

株 式 等 売 却 益

金 銭 の 信 託 運 用 益

金 融 派 生 商 品 収 益

預 金 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

支 払 為 替 手 数 料

コ ー ル マ ネ ー 利 息

借 用 金 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

商 品 有 価 証 券 売 買 損

国 債 等 債 券 売 却 損

国 債 等 債 券 償 還 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

貸 出 金 償 却

株 式 等 売 却 損

株 式 等 償 却

金 銭 の 信 託 運 用 損

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

再 評 価 差 額 金 取 崩 額

償 却 債 権 取 立 益

特 別 損 失

動 産 不 動 産 処 分 損

そ の 他 の 特 別 損 失

そ の 他 の 特 別 利 益

損   益   計   算   書

当 期 未 処 分 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

中 間 配 当 額

利 益 準 備 金 積 立 額

動 産 不 動 産 処 分 益



当 期 前 期

3,028           4,724           △ 1,696

1,537           3,237           △ 1,699

122             122              0

599             599              0

15              15               -

取 締 役 賞 与 金 12              12              △ 0

監 査 役 賞 与 金 2               2                0

800             2,500           △ 1,700

別 途 積 立 金 800             2,500           △ 1,700

1,490           1,487            3

利 益 処 分 計 算 書 案

利 益 準 備 金

利 益 処 分 額

当 期 未 処 分 利 益

科 目

株式会社 滋賀銀行

前期比増減（△）

(単位：百万円）

次 期 繰 越 利 益

任 意 積 立 金

役 員 賞 与 金

配当金（１株につき２円５０銭）



株式会社  滋 賀 銀 行

 重  要  な  会  計  方  針

〔平成 13 年３月期〕

１． 商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）により行っております。

２． 有価証券の評価基準及び評価方法

(1)  有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、満期保有

目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式については移動平均法による原価法、そ

の他有価証券のうち時価のあるものについては期末日の市場価格等に基づく時価法、時価のないものについては移動

平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本

直入法により処理（売却原価は主として移動平均法により算定）しております。

(2)  有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時

価法により行っております。

３． デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４． 固定資産の減価償却の方法

(1) 動産不動産

    動産不動産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定

額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

    建  物   ３年～50 年

    動  産   ３年～20 年

(2) ソフトウェア

    自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しておりま

す。

５． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債及び海外支店勘定については、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６． 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　  破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそ

れと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）の債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営

破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、

担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判

断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出

した貸倒実績率等に基づき計上しております。なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因し

て生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（租税特別措置法第 55 条の２の海外投資等損失準備金を含む）とし

て計上しております。

　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産

監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。



    なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による

回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は

49,511百万円であります。

(2) 退職給付引当金

    退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

       数理計算上の差異 ： 発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法により、翌期

                           から費用処理（又は損益処理）

　なお、会計基準変更時差異（16,117 百万円）については、退職給付信託の設定によりその全額を一時費用処理し

ております。また、平成 12 年３月 31 日の厚生年金保険法の改正に伴う過去勤務債務（退職給付費用の減額の発生

額）についても、当期にその全額を一時処理しております。

(3) 債権売却損失引当金

  株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、将来発生する可能性のある損失を

見積もり、必要と認められる額を計上しております。

７． リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

８． ヘッジ会計の方法

    ヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて

総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。これは、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する

当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）に定められたリスク調整ア

プローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。また、リスク管理方針に定められ

た許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスク

が減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。

　　なお、一部の資産については、金利スワップの特例処理を行っております。

９． 消費税の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産に係る控除対象外消費税等

は当期の費用に計上しております。

 追    加    情    報

（退職給付会計）

    当事業年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成

10 年６月 16 日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は 621 百万円、税

引前当期純利益は 13,971 百万円減少しております。

   （また、当行は当事業年度に退職給付信託を設定しております。この結果、税引前当期純利益は 5,295 百万円減少して

おります。）

  なお、「退職給与引当金」は、「退職給付引当金」に含めて表示しております。



（金融商品会計）

１．当事業年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成

11 年１月 22 日））を適用し、有価証券の評価の方法、デリバティブ取引の評価の方法、ヘッジ会計の方法等について

変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は 3,795 百万円、税引前当期純利益は

3,795 百万円増加しております。

２．ヘッジ会計を適用するデリバティブ取引の損益については、従来と同じ損益科目で表示しておりますが、収益及び費

用の表示は、金融商品に係る会計基準の適用に伴い、当事業年度より従来の総額表示から純額表示に変更しております。

この変更による経常利益及び税引前当期純利益の影響はありませんが、従来の方法によった場合に比べ、「金利スワッ

プ受入利息」及び「金利スワップ支払利息」は、それぞれ 0 百万円減少し、その結果、経常収益及び経常費用はそれぞ

れ 0百万円減少しております。

    なお、銀行業におけるヘッジ会計に係るデリバティブ取引の収益及び費用の表示に関し、下期において総額表示に比

べて純額表示がより適正な表示であるとの結論に達したために、中間期においては従来の総額表示によっております。

中間期において、ヘッジ会計を適用するデリバティブ取引について収益及び費用を純額で表示した場合には、中間期の

経常利益及び税引前中間純利益の影響はありませんが、経常収益及び経常費用はそれぞれ 0百万円減少いたします。

３．金融商品に係る会計基準の適用に伴う財務諸表等規則及び銀行法施行規則の改正により、貸借対照表の表示科目が改

定されましたが、その内容は次のとおりであります。

　  その他有価証券を時価評価することにより生じる評価差額に税効果を勘案した額を「その他有価証券評価差額金」と

して計上しております。

４．使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、従来「貸付有価証券」に計上しておりましたが、当事業

年度よりその種類毎に「国債」「社債」に計上しております。当事業年度末における使用貸借又は賃貸借契約により貸

し付けている有価証券は 16 百万円であります。

（外貨建取引等会計基準）

  「銀行業において『新外為経理基準』を継続適用した場合の当面の監査上の取扱い」（日本公認会計士協会平成 12 年

４月 10 日）に基づき、「新外為経理基準」を継続適用しております。

 注    記    事    項

（貸借対照表関係）

１．子会社の株式総額      80 百万円

  なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規程する子会社であります。

２．自己株式のうち、商法第210条ノ２第２項第３号に定める自己株式はありません。

３．消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「その他の証券」に 2,866 百万円含まれております。

４．貸出金のうち、破綻先債権額は 34,754 百万円、延滞債権額は 87,333 百万円であります。

　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の

取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未

収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第１項第３号のイからホま

でに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。



５．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 2,690 百万円であります。

　　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻

先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

６．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 50,168 百万円であります。

　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上

延滞債権に該当しないものであります。

７．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 174,947 百万円であります。

なお、上記４.から７.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

８．手形割引により取得した商業手形、荷付為替手形等の額面金額は、85,481 百万円であります。

９．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づいて、

原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額の期末残高の総額は、45,730 百万円であります。

10．担保に供している資産は次のとおりであります。

　　担保に供している資産

　　　有価証券　　　　61,585 百万円

　　担保資産に対応する債務

　　　預　　金　　　　 6,044 百万円

　　上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 58,586 百万円を差し入れて

おります。

11．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上

規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契

約に係る融資未実行残高は、704,785 百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無

条件で取消可能なもの）が 704,560 百万円あります。

    なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行

の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の

保全、その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで

きる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、

契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、

与信保全上の措置等を講じております。

12．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額

については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し

た金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。

　　再評価を行った年月日    　　　　　　　　　 平成10年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法　  土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第

119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づいて、近隣

の公示価格を参酌する等合理的な調整を行って算出

                 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳

簿価額の合計額との差額                    14,167百万円

13．動産不動産の減価償却累計額　   45,771 百万円

14．動産不動産の圧縮記帳額　　　    4,328 百万円

（当期圧縮記帳額                        －百万円）



15．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 32,000 百万円が含まれ

ております。

16．会社が発行する株式の総数     500,000 千株

    発行済株式総数               239,852 千株

17．純資産額のうち、商法第 290 条第１項第６号に規定されている時価を付したことにより増加した純資産額との関係、

及び土地の再評価に関する法律第７条の２第１項の規定により、利益の配当に充当することが制限されている金額は、

61,265 百万円であります。

（損益計算書関係）

１．「その他の経常費用」には、株式会社共同債権買取機構へ不動産担保付債権を売却したことによる損失 23 百万円を含

んでおります。

２．「その他の特別利益」は、退職給付会計導入に伴う退職給付信託設定益 10,822 百万円及び未認識過去勤務債務差異償

却益 1,850 百万円であります。

３．「その他の特別損失」は、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額 16,117 百万円であります。

（リース取引関係）

第113期

自　平成11年４月１日

至　平成12年３月31日

第114期

自　平成12年４月１日

至　平成13年３月31日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

・ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

  額及び期末残高相当額

・ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

  額及び期末残高相当額
動    産 動    産

取得価額相当額 1,536百万円 取得価額相当額 1,539百万円

減価償却累計額相当額 487百万円 減価償却累計額相当額 745百万円

期末残高相当額 1,049百万円 期末残高相当額 793百万円

   （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

        固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

        利子込み法によっております。

   （注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

        固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

        利子込み法によっております。

（金額単位 百万円） （金額単位 百万円）

１年内 １年超 合  計 １年内 １年超 合  計

・
未経過リース料

期末残高相当額
295 753 1,049 ・

未経過リース料

期末残高相当額
293 500 793

  （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

       期末残高が有形固定資産の期末残高等に占めるその割

       合が低いため、支払利子込み法によっております。

   （注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

        期末残高が有形固定資産の期末残高等に占めるその割

        合が低いため、支払利子込み法によっております。

・ 当期の支払リース料 302百万円 ・ 当期の支払リース料 301百万円

・ 減価償却費相当額 302百万円 ・ 減価償却費相当額 301百万円

・ 減価償却費相当額の算定方法 ・ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。



（税効果会計関係）

第  1 1 4  期

自 平成12年４月１日
至 平成13年３月31日

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　繰延税金資産

　　　　　貸倒引当金損金算入限度超過額       30,849百万円

　　　　　退職給付引当金損金算入限度超過額        3,541百万円

　　　　　減価償却費損金算入限度超過額        1,177百万円

　　　　　未 払 事 業 税 否 認                        274百万円

　　　　　その他                              2,496百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　繰 延 税 金 資 産 小 計                      38,340百万円

　　　　評 価 性 引 当 額                          －百万円

　　　　繰 延 税 金 資 産 合 計                      38,340百万円

　　　　繰延税金負債

　　　　　その他有価証券評価差額金                   △30,326百万円

　　　　繰 延 税 金 負 債 合 計                    △30,326百万円

　　　　繰 延 税 金 資 産 の 純 額                       8,014百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に

重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別の

内訳

　　　　法定実効税率                           41.7％

        （調整）

　　　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目        △ 10.8％

　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目          2.2％

          その他                            △  2.4％

　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率     30.7％



役 　 員 　 の 　 異 　 動

（平成 13年 6月 28日付）

１． 代表者の異動

該当ありません。

２． その他の役員の異動

（1）新任取締役候補
まつ

松 
やま

山 
まさ

正 
あき

明 （現  総合企画部長）

やま

山 
だ

田   
みのる

実 （現  人 事 部 長 ）

だい

大 
どう

道 
よし

良 
お

夫 （現  審 査 部 長 ）

（2）新任監査役候補

監査役（非常勤）
み

三 
わ

輪 
ます

益 
ぞう

三 （現  株式会社平和堂取締役総務部長）
*株式会社の監査等に関する商法の特例に関す
る法律第 18条第 1項に定める監査役候補です。

(3) 退任予定取締役

ひろ

廣 
の

野  
ゆたか

寛 （現  取締役相談役）

く

久 
ぼ

保 
けん

健 
ご

吾 （現 取締役本店営業部長）

(4) 退任予定監査役
あら

荒 
き

木 
のぶ

信 
しげ

重

(5) 昇格予定取締役

常務取締役 　　
い

伊 
とう

藤 
しょう

庄 
ぞう

蔵 （現  取締役営業統轄部長）

以　　上


